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化管法（ＰＲＴＲ制度）に関する行政評価・監視の勧告について 

 

 

１．経緯 

① 総務省設置法に基づき、総務省は、各行政機関の行う業務の実施状況について

評価・監視を行い、必要があると認めるときは関係行政機関の長に対して勧告を

行うこととされている。この行政評価・監視の重点的・計画的な実施を図るため、

調査対象テーマ等について「行政評価等プログラム」を毎年度定めている。 

② 平成１５年度の行政評価・監視のテーマの１つに「化学物質の排出の把握及び

管理に関する行政評価・監視」が掲げられ、平成１５年１２月以降、化管法の施

行状況に関する総務省独自の調査が行われた。本調査の結果、平成１７年５月２

日、総務大臣から各省大臣に対する勧告が行われた。 

 

 

２．勧告内容 

１ 化学物質の排出量等届出制度の効果的な実施 

(1) 化学物質の排出量等届出の励行確保 

① 未届出事業者については、都道府県等に対し、前年度の届出状況並びにダ

イオキシン類特措法等他法令に基づく届出台帳及び都道府県の商工労働関係

部局が発行する地域の企業要覧等を活用することなどにより、その把握に努

め、これらの事業者に届出を励行させるよう、必要な助言を行うこと。 

       (厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省) 

また、届出漏れ化学物質のある事業者については、都道府県等に対し、ダ

イオキシン類特措法の特定施設台帳との照合、届出対象物質が限定されてい

る業種に係る当該物質一覧との照合等により、その把握に努め、これらの事

業者に適切な届出を励行させるよう、必要な助言を行うこと。 

（経済産業省、国土交通省、環境省） 

さらに、事業者団体未加入者を含む届出対象事業者に対する排出量等届出

制度の周知啓発については、これまでの取組状況や未届出等の理由を踏まえ、

届出が着実かつ正確に行われるよう、効果的に実施すること。 

       (厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省) 

② 届出の督促に応じない事業者については、都道府県等から報告を求めるこ

とにより的確に把握した上で、厳正な措置を講ずること。 

                               （経済産業省） 

 



資料３－２ 

 

(2) 化学物質の排出量等届出データの活用の促進 

経済産業省及び環境省は、排出量等届出データの活用を促進する観点から、

事業者及び都道府県等における排出量等届出データの活用事例の収集を一層充

実するとともに、これを事業者等に提供する必要がある。 

 

２ 化学物質の性状取扱情報提供制度の効果的な実施 

経済産業省は、事業者による性状取扱情報の提供の励行を確保する観点から、次

の措置を講ずる必要がある。 

① 講習会・研修会などを通じて、性状取扱情報を提供しない原因に対応した有

効な啓発を行うこと。 

② 報告の徴収等を通じた性状取扱情報提供制度の実施状況を把握する仕組みを

整備し、性状取扱情報を提供しない事業者を把握した場合には、勧告及び公表

を含めた適切な措置を講ずること。 

 

３ 化学物質の自主管理の促進 

(1) 管理方針等に基づく化学物質の自主管理の促進 

経済産業省及び環境省は、事業者における指定化学物質等の自主管理を促進する

観点から、事業者に対し、講習会、研修会、事業者団体等を通じて、指定化学物質

管理指針における管理方針等の策定及びその必要性について一層の周知を図る必

要がある。  

 

(2) 下水道事業者における化学物質の把握の促進 

国土交通省は、化学物質の環境への排出量の的確な把握を推進する観点から、下

水道から公共用水域への排出実態の把握について、下水道事業者に対する指導指針

の充実・普及や先進的取組事例の情報提供等を通じ、その促進を図る必要がある。 

 

 

３．改善措置状況 

 上記勧告を踏まえ、関係省は、別添の改善措置を講じ、総務省へ改善措置状況を

報告した。（環境省：平成１８年２月６日総務省へ報告） 

 

 
















